
内線 152

事
務
事
業
の
実
績

所
管
課
の
評
価

事務事業の成果

　修繕により、土台のひび割れ等の損
傷個所が修復され、歴史的建造物の威
厳を保つよう効果を果たすことができ
たこと及び参拝者の安全確保に資する
ことができ、効果的な事務事業を行う
ことができたことを評価する。

事務事業の評価

【達成度】 目標以上 目標どおり 目標以下 その他

【理由】 　所期の目的を達成することができた。

一般財源

国都支出金

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人）

事業費（千円）
財
源
内
訳 0-

0

0-
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福祉総務

第２章　健康で明るく暮らせるまちづくり 　第２節　福祉　１ 地域福祉

課

事務事業名

施策名称

所管部署

内容

　殉国慰霊塔については、戦没者の慰霊及び後世にわたり人類平和への志
を持ち続けることを目的に建立されており、本市では毎年10月に慰霊塔
を会場として戦没者追悼式を開催している。
　昭和34年建立から60年近くの年月を経ており、経年劣化による土台の
ひび割れ等があることから、安全管理及び歴史的建造物であるという観点
により損傷個所の修繕を実施するもの。

慰霊塔改修事業

健康福祉 部 福祉総務 係

0

01,100

令和6年度決算令和5年度決算

0

0 1,019

0.130.00

令和６年度の実績

　令和6年4月25日に修繕に着手し、同年
6月28日に竣工した。

SDGsの取組

-

11 住み続けられるまちづくりを

0

0.00

-

事業経費

合計（事業費+人件費）

令和7年度予算

0

-

1,100-

02,119

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

0

0.000.000.00



　男女共同参画社会の実現に向けて、令和7年度から5年間を計画期間とする第五次
男女共同参画計画に基づき、男女共同参画センターや男女共同参画推進市民委員会
等とも連携して、広く男女平等・男女共同参画に関する施策の推進に取り組む。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

維
持

○

低
下

今後の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和６年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

　ワーク・ライフ・バランス推進事業所を募集したところ、
新規4事業所及び更新6事業所から応募があり、審査の結
果、10事業所全てを認定し、累計認定件数は24事業所と
なった。
　第四次男女共同参画計画の計画期間が令和6年度をもって
満了となることから、男女共同参画計画策定市民懇談会から
の提言を踏まえ、第五次男女共同参画計画を策定した。
　セクシュアル・マイノリティに関する意識醸成やアンコン
シャス・バイアスの解消のため、村山デエダラまつりにおい
てパネル展示やアンケート調査を実施した。
　なお、会計年度任用職員（一時保育）の人件費は、事業費
に含む。

　男女共同参画施策の推進は、DV、LGBT、ワーク・ラ
イフ・バランスなど、多岐にわたり取り組む必要がある
ため、様々な手段や媒体を用いた効果的な啓発活動の方
策を検討していく必要がある。

効
率
性

民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある

実施している 見直しの余地がある 非該当

合計（事業費+人件費） 8,529 9,530 5,975
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視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか

—

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある 非該当

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 5,077 5,561 5,235

所要人員（人） 0.66 0.71 0.61
会計年度任用職員（千円）

国都支出金 0 0 155

その他 0 0 0

事業費（千円） 3,452 3,969 740
財
源
内
訳

一般財源 3,452 3,969 585

40 40 40以上60以下

実績

－ －

事業経費 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

件 目標 － － －

実績 3 10

達成率

根拠法令等 男女共同参画社会基本法
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指標名 単位 区分 令和5年度

36.4

2

ワーク・ライフ・バランス推進事業所の認定件
数

37.5

達成率 91% 94%

令和6年度 令和7年度

1

審議会等への女性の参画率 ％ 目標
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事務事業名 男女共同参画推進事業

施策名称 第４章　誰もが学び活躍できるまちづくり 　第１節　人権　２ 男女共同参画

所管部署 協働推進 部 協働推進

目的 　男女共同参画社会の実現に向け、関連する施策を推進する。

SDGsの取組

5 ジェンダー平等を実現しよう

内容

　男女共同参画センターを拠点として相談事業や各種施策を推進するとと
もに、各種審議会等への女性の積極的な参画を進める。
　また、ジェンダー平等の実現と男性中心型の労働慣行の変革のために、
ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む。

課 協働推進 係 内線 242
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事務事業名 ウィメンズチャレンジプロジェクト事業

施策名称 第４章　誰もが学び活躍できるまちづくり 　第１節　人権　２ 男女共同参画

所管部署 協働推進 部 協働推進

目的
　女性の自立支援と働きやすい環境づくりの実現により、女性活躍推進の
機運を高めるとともに、地域に眠る人材を掘り起こし、幅広い分野への女
性の参画を促進して地域の活性化を図る。

SDGsの取組

5 ジェンダー平等を実現しよう

内容

働く女性が結婚、出産、介護等を機に仕事を辞めざるを得ない状況の改善を目
指すとともに、女性の就労機会を拡大するため、関係機関と連携を図り、各種相
談や情報提供、支援等の充実に努める。男女共同参画センターにおいて、各種講
座や相談会、イベントを実施する。

課 協働推進 係 内線 242

根拠法令等 ―
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務
事
業
の
実
施
状
況
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価
指
標

指標名 単位 区分 令和5年度

249

2

―

52

達成率 － －

令和6年度 令和7年度

1

ウィメンズチャレンジプロジェクトの講座及び
相談会の延べ参加者数

人 目標 － － －

実績

－ －

事業経費 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

― 目標 － － －

実績 － －

達成率

国都支出金 0 0 0

その他 0 0 0

事業費（千円） 38,797 46,547 51,791
財
源
内
訳

一般財源 38,797 46,547 51,791

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00
会計年度任用職員（千円）

合計（事業費+人件費） 38,797 46,547 51,791

所
管
課
の
評
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視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか

—

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある 非該当

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある

実施している 見直しの余地がある 非該当

今後の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和６年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

　男女共同参画センター（緑が丘ふれあいセンター）に
おいて、ウィメンズチャレンジプロジェクトを実施し、
延べ52人の参加があった。

—

効
率
性

民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

　引き続き、女性の活躍支援を推進し、女性の就労機会の創出や女性リーダーの育
成、ジェンダー平等の意識醸成を図る。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

維
持

○

低
下
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